





















いる｡また､ 2007年にはIPCC (気候変動に関する政府間パネル: Intergovernmental Panel on
climate Change)とゴア元アメリカ副大統領がノーベル平和賞を受賞したことからも世界中で関
心が高いことが窺い知ることができる｡気候変動枠組み条約(UNFCcc : United Nations















































































































パネル: Intergovernmental Panel on Climate Change)および気候変動枠組み条約(UNFCCC :
United Nations Framework Convention on Climate Change)等の国際的な取組みを概観し､
本論文の目的を明確に位置付けている｡
第2章では､温暖化対策の経済的影響を評価する研究分野において用いられる数々の統合評価モ
デルを分析対象の観点から分類し､経済学的視点から分析を行う政策最適化型モデルに絞って詳細
にレビューしている｡
第3章では､全球を対象とした内生的経済成長モデルを用いて､温暖化による将来のリスクを定
量的に評価するために､数値解析によって市場経済と社会的最適における長期均衡解の性質が分析
されている｡ここでは､まず競争経済と社会的最適の動学体系を理論的に導出し､温暖化のような
外部性が存在する場合､ 2つの動学体系は異なるものの､最適課税政策によってこれら2つの動学
体系が一致することが確認されている｡次に､ここで構築したカタストロフ･リスクを組み込んだ
内生的経済成長モデルを用いて､気温変化に伴うカタストロフ･リスクが競争経済及び社会的最適
の長期均衡解に如何なる影響を及ぼすかということを数値シミュレーションが実行されており､競
争経済におけるカタストロフ･リスクの存在は､均衡解が単一もしくは複数存在するかについては
影響を及ぼさないものの､資本･消費割合と経済の成長率に影響を及ぼすことが示されている｡こ
のことは､カタストロフ･リスクが存在する場合､気温上昇に伴う効用および生産への直接的被害
のみならず､効用の割引を通じて間接的にも成長率へ影響を及ぼすことに起因すると指摘している｡
さらに､排出税の感度分析を用いた厚生評価では､均衡での地表平均気温が産業革命前の水準と等
しくなるような排出税が最適な水準となり､排出税の変化は必ずしも厚生の改善をもたらさないこ
とを示している｡
第4章では､多地域動的最適化モデルであるRICEモデルを修正したRICE_CBモデルを用い
て､純粋時間選好率と限界効用の弾力性に関する感度分析を行い､ Stern Reviewの主張する｢緊
急かつ急激なGHG削減｣を検証している｡その結果､割引率の感度分析からは①限界効用弾性値､
消費の成長率がそれぞれ一定である場合､より小さな純粋時間選好率は小さな割引率を導くため､
Stern Reviewの主張する｢緊急かつ急激なGHG削減｣が小さい時間選好率に依存した結果の1
っであること､ ②限界効用弾性値が同じである場合､純粋時間選好率の選択は消費の成長垂もしく
は資本収益率に依存するため､現実データに合わない低い時間選好率を設定したStern Reviewの
｢緊急かつ急激なGHG削減｣の主張は､気候変動安定化政策を保証するものではないこと､ ⑨割
引率が3%から4%となるような純粋時間選好率と限界効用弾性値の組み合わせが妥当であること
が明らかにされている｡
第5章では､科学的不確実性を有する状況下において､ーでき得る限り合理的な意思決定を行うた
めに前章で構築したRICE_CBモデルを用いたシミュレーション分析により気候安定化シナリオ
の選択に意思決定基準を適用することが試みられている｡この結果､意思決定基準そのものを選択
するための決定原理は存在せず､直面している問題に最も相応しい基準を選択する以外ないものの､
温暖化の危険な水準を設定するためのGHGs安定化濃度を決定するためには､不確実性に加えて
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温暖化が有する不可逆性､越境性･蓄積性および非選択性を有することを考慮すれば､予防原則を
前提とした意思決定基準を選択しなければならないことを明らかにした｡
第6章では､今後のモデルの拡張のために理論面からの改善案の提示が試みられている｡すなわ
ち､これまでの費用便益分析における各要因の定義を検討することによって､社会的純便益と等価
的偏差との関係からマクロ経済モデルにノおける費用便益分析の概念が提示されている｡このことに
より､等価的偏差を福祉効果､所得効果､投資の変化分にそれぞれ分割し計測できることが明らか
にされている｡
最後に､第7章では､現在議論されている2050年GHG排出量半減といった気候安定化政策は､
全球を対象とした場合､費用便益分析の観点から最適化シナリオ以外経済効率的ではないと結論付
けられている｡一方､日本を対象とした場合､最適化シナリオ以外に経済効率的なシナリオがいく
つか存在し､また排出削減ポテンシャルが小さいことから､国内よりも環境技術の低い地域への技
術移転などによって削減を行った方が経済効率的であることを提言している｡
以上､本論文は､我が国における地球温暖化対策に関する諸施策を検討するにあたり､極めて重
要な知見を与えていることから､博士(経済学)の学位を授与する｡
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